
上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいた
だいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様
に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいた
します。

第90回 定時株主総会招集ご通知
（交付書面に記載しない事項）

１. 連結計算書類の「連結注記表」

２. 計算書類の「個別注記表」

(2024年６月１日から2025年５月31日まで)



連 結 注 記 表

商品・原材料・
仕掛品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法により算定しております。）

製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
よる簿価切下げの方法により算定しております。）

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法により算定しております。）

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⒈ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ３社
連結子会社の名称 ＴＯＮＥ　ＡＬＰＨＡ株式会社

ＴＯＮＥ　ＶＩＥＴＮＡＭ　ＣＯ．，ＬＴＤ.
ＴＯＮＥ　ＡＭＥＲＩＣＡＳ，ＩＮＣ．

⒉ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうちＴＯＮＥ　ＶＩＥＴＮＡＭ　ＣＯ．，ＬＴＤ．とＴＯＮＥ　ＡＭＥＲＩ
ＣＡＳ，ＩＮＣ．の決算日は３月31日でありますが、決算日の差異が３ヶ月を超えてい
ないため、本連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用しておりま
す。なお、連結決算日との差異期間における重要な取引については、連結上必要な調整を
行っております。

⒊ 会計方針に関する事項
⑴ 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
棚卸資産
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有形固定資産
(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降
に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法によっております。

建物及び構築物 　　　　　　　３年～43年
機械装置及び運搬具 　　　　　　　２年～15年
工具、器具及び備品 　　　　　　　２年～20年

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法によっております。なお、ソフトウエアについては
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零又は残価保証額
とする定額法を採用しております。

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結
会計年度の負担に属する額を計上しております。

製品保証引当金 製品保証に伴う費用の支出に備えるため、個別に算出した
発生見込額を計上しております。

株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備える
ため、当連結会計年度における株式給付債務の見込額に基
づき計上しております。

⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法

⑶ 重要な引当金の計上基準
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① 退職給付に係る会計処理の方法 従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る期末自己
都合要支給額から中小企業退職金共済制度における給付相
当額及び年金資産を控除した額を退職給付債務とする方法
を用いた簡便法を適用しております。

② 重要な外貨の資産又は負債の本
邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為
替換算調整勘定に含めております。

報告セグメント 合計国内 海外
作業工具類
機器類

4,285,321
1,779,633

405,321
1,121,358

4,690,642
2,900,992

顧客との契約から生じる収益 6,064,955 1,526,680 7,591,635
その他の収益 － － －
外部顧客への売上高 6,064,955 1,526,680 7,591,635

⑷ 収益及び費用の計上基準
主に作業工具類、機器類の製造販売を行っております。商品又は製品の販売は、当社及
び連結子会社の顧客との契約に基づいて商品又は製品を引き渡すことを履行義務として
おります。そのため、商品又は製品を引き渡した時点において支配が顧客に移転し、履
行義務が充足されると判断しており、引渡時点で収益を認識しております。ただし、国
内の販売においては、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転するまでの期間
が通常の期間である場合には、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定
める代替的な取扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。
なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、対価の金額に重
要な金融要素は含まれておりません。

⑸ その他連結計算書類作成のための重要な事項

収益認識に関する注記
⒈ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

⒉ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「連結計算書類の作成の
ための基本となる重要な事項に関する注記等　３．会計方針に関する事項　⑷収益及び費
用の計上基準」に記載のとおりであります。
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① 顧客との契約から生じた債権 1,717,075千円
② 契約負債 12,939千円

商品及び製品 2,929,770千円
仕掛品 478,523千円
原材料及び貯蔵品 1,598,727千円

⒊ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴ 顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高

顧客との契約から生じた債権及び契約負債の当連結会計年度末残高は、以下のとおりで
あります。

なお、連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は「受取手形及び売掛
金」に、契約負債は「流動負債」の「その他」に含めて表示しております。

⑵ 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、
実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

会計上の見積りに関する注記
⒈ 棚卸資産の評価

⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
棚卸資産の評価基準は、商品・原材料・仕掛品については移動平均法による原価法、製
品については総平均法による原価法（いずれも、連結貸借対照表価額は収益性の低下に
よる簿価切下げの方法）によっております。
棚卸資産の評価を行うにあたっては、正味売却可能価額に基づいて収益性の低下を検討
しております。また、一定期間を超えて滞留する棚卸資産は「棚卸資産の評価に関する
会計基準」（企業会計基準第９号　2019年７月４日）第9項(2)を適用し、収益性の低
下の事実を反映するために、過去の販売実績及び商品や製品のライフサイクル等に基づ
き決定した方針により規則的に帳簿価額を切り下げております。しかし、当初想定でき
なかった生産需要や生産設備の投資動向等により、前提となる商品や製品のライフサイ
クルに変更が生じる場合、翌連結会計年度に係る連結計算書類において、棚卸資産の評
価損として認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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投資有価証券 614,978千円
担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 92,500千円
長期借入金 240,000千円

⒉ 有形固定資産の減価償却累計額 2,712,819千円

⒉ 繰延税金資産の回収可能性の見積り
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　140,557千円（繰延税金負債との相殺前の金額）
⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当連結会計年度末における繰延税金資産の回収可能性の検討においては、過去及び当連
結会計年度の経営成績や納税状況、中期事業計画を総合的に勘案し、企業会計基準適用
指針第26号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」第16項から第32項に従っ
て、会社を分類し、将来減算一時差異の解消時期をスケジューリングし、将来減算一時
差異のうち、将来の税金負担額を軽減することができると認められる範囲で繰延税金資
産の計算を行っております。
なお、当連結会計年度末における繰延税金資産の回収可能性の判断にあたって、棚卸資
産評価損等の一部の将来減算一時差異については減算時期不明のため、スケジューリン
グ不能と判断しております。

連結貸借対照表に関する注記
⒈ 担保に供されている資産及び担保に係る債務

担保提供資産
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普通株式 23,426,000株

決　　議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり配当金
(円) 基準日 効力発生日

2024年７月11日
取締役会 普通株式 234,430 20.50 2024年５月31日 2024年８月８日

① 配当金の総額 206,525千円
② １株当たりの配当額 9.00円
③ 基準日 2025年５月31日
④ 効力発生日 2025年８月８ 日

連結株主資本等変動計算書に関する注記
⒈ 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

（注）当社は、2025年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ったため、株式数が
11,713,000株増加しております。。

⒉ 配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

（注）⒈　2024年７月11日取締役会決議による配当金の総額には、「従業員株式給付信託（J-ESOP）」の信
託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金10,675千
円が含まれております。

⒉　当社は、2025年３月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。上記
については、株式分割前の株式数を基準に算定しております。

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
2025年７月11日開催の取締役会において普通株式の配当に関する事項を次のとおり決
議しております。

配当原資については、利益剰余金としております。
（注）⒈　2025年７月11日取締役会決議による配当金の総額には、「従業員株式給付信託（J-

ESOP）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式
に対する配当金9,177千円が含まれております。

⒉　当社は、2025年３月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており
ます。上記については、株式分割後の株式数を基準に算定しております。
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⒊ 株主資本の金額の著しい変動
当社は、2024年８月28日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として自
己株式76,000株の処分を行いました。
これらの結果、自己株式が48,185千円減少し、当連結会計年度末において資本剰余金
が807,813千円、自己株式が612,235千円となっております。

（注）当社は、2025年３月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
上記は、本株式分割後の株式数に換算して記載しております。

金融商品に関する注記
⒈ 金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資産運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達について
は金融機関からの借入及び社債発行による方針であります。デリバティブはリスクヘッ
ジ目的のみに利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ
スクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行
うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。
投資有価証券は株式であり市場価格の変動リスクに晒されておりますが、上場株式につ
いては定期的に時価や発行体の財務状況等の把握を行っております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。一部外貨建て
の営業債務については、為替の変動リスクに晒されておりますが、そのリスク回避のた
め為替予約取引を利用しております。
借入金及び社債の使途は事業資金であります。これらは金利の変動リスクに晒されてい
るため、主に固定金利による契約で調達しております。
また、営業債務、借入金及び社債は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では管
理部経理課が適時に資金繰計画を作成・更新する等の方法により流動性リスクを管理し
ております。

⑶ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
投資有価証券

その他有価証券 2,261,888 2,261,888 ―
資産計 2,261,888 2,261,888 ―

長期借入金 1,401,378 1,349,403 △51,974
社債 36,000 34,682 △1,317

負債計 1,437,378 1,384,085 △53,292

⒉ 金融商品の時価等に関する事項
2025年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額31,373
千円）は「その他有価証券」には含めておりません。また、現金及び預金、受取手形及
び売掛金、支払手形及び買掛金、１年内返済予定の長期借入金、１年内償還予定の社債
は短期間で決済されることから、時価が帳簿価格に近似することから、注記を省略して
おります。

（単位：千円）

⒊ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価
レベル２の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベ
ルに時価を分類しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券 2,261,888 － － 2,261,888

資産計 2,261,888 － － 2,261,888

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 － 1,349,403 － 1,349,403
社債 － 34,682 － 34,682

負債計 － 1,384,085 － 1,384,085

⑴ 時価で連結貸借対照表に計上している金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。

⑵ 時価で連結貸借対照表に計上していない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
⒈　長期借入金

長期借入金の時価については元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利
率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

⒉　社債
社債の時価については元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割
り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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１株当たり純資産 515円28銭
１株当たり当期純利益 35円94銭

（1）取得対象株式の種類 普通株式

（2）取得し得る株式の総数
350,000株（上限）
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 
1.52％）

（3）株式の取得価額の総額 200,000,000円（上限）
（4）取得期間 2025年７月12日から2026年５月31日
（5）取得方法 東京証券取引所における市場買付け
（注）上記（2）及び（3）は、それぞれ上限を定めたものであり、この実現を保証す

るものではありません。
市場動向等により、一部または全部の取得が行われない可能性があります。

１株当たり情報に関する注記

（注）１．2025年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連
結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株
当たり純資産を算定しております。

２．１株当たり純資産の算定に用いられた当連結会計年度末の普通株式及び１株当たり当期純
利益の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控
除する他、「従業員株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日本カストディ
銀行（信託口）が所有する当社株式（当連結会計年度末1,019,683株、期中平均株式数
1,026,757株）を控除して算定しております。

重要な後発事象に関する注記
　自己株式の取得について
　　2025年７月11日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて

適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得を行うことを決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由
　経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行を可能とするため。

２．自己株式の取得に係る事項の内容
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個 別 注 記 表

商品・原材料・
仕掛品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法により算定しております。）

製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
よる簿価切下げの方法により算定しております。）

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法により算定しております。）

有形固定資産
(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降
に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法によっております。

建物 ３年～39年
機械及び装置 ２年～10年
工具、器具及び備品 ２年～20年

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法によっております。なお、ソフトウエアについては
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零又は残価保証額
とする定額法を採用しております。

重要な会計方針に係る事項に関する注記
⒈ 資産の評価基準及び評価方法
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

2. 固定資産の減価償却の方法
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貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業
年度の負担に属する額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る期末自己
都合要支給額から中小企業退職金共済制度における給付相
当額及び年金資産を控除した額を退職給付債務とする方法
を用いた簡便法を適用しております。

製品保証引当金 製品保証に伴う費用の支出に備えるため、個別に算出した
発生見込額を計上しております。

株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備える
ため、当事業年度における株式給付債務の見込額に基づき
計上しております。

⒊ 引当金の計上基準

⒋ 収益及び費用の計上基準
主に作業工具類、機器類の製造販売を行っております。商品又は製品の販売は、当社の顧
客との契約に基づいて商品又は製品を引き渡すことを履行義務としております。そのた
め、商品又は製品を引き渡した時点において支配が顧客に移転し、履行義務が充足される
と判断しており、引渡時点で収益を認識しております。ただし、国内の販売においては、
出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転するまでの期間が通常の期間である場合
には、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用
し、出荷時に収益を認識しております。
なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、対価の金額に重要
な金融要素は含まれておりません。
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商品 1,484,932千円
製品 1,331,495千円
原材料 1,267,693千円
仕掛品 478,523千円

会計上の見積りに関する注記
⒈ 棚卸資産の評価
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
棚卸資産の評価基準は、商品・原材料・仕掛品については移動平均法による原価法、製
品については総平均法による原価法（いずれも、貸借対照表価額は収益性の低下による
簿価切下げの方法）によっております。
棚卸資産の評価を行うにあたっては、正味売却可能価額に基づいて収益性の低下を検討
しております。また、一定期間を超えて滞留する棚卸資産は「棚卸資産の評価に関する
会計基準」（企業会計基準第9号　2019年7月4日）第9項(2)を適用し、収益性の低下
の事実を反映するために、過去の販売実績及び商品や製品のライフサイクル等に基づき
決定した方針により規則的に帳簿価額を切り下げております。しかし、当初想定できな
かった生産需要や生産設備の投資動向等により、前提となる商品や製品のライフサイク
ルに変更が生じる場合、翌事業年度に係る計算書類において、棚卸資産の評価損として
認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

⒉ 繰延税金資産の回収可能性の見積り
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　130,012千円（繰延税金負債との相殺前の金額）
⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当事業年度末における繰延税金資産の回収可能性の検討においては、過去及び当事業年
度の経営成績や納税状況、中期事業計画を総合的に勘案し、企業会計基準適用指針第
26号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」第16項から第32項に従って、会
社を分類し、将来減算一時差異の解消時期をスケジューリングし、将来減算一時差異の
うち、将来の税金負担額を軽減することができると認められる範囲で繰延税金資産の計
算を行っております。
なお、当事業年度末における繰延税金資産の回収可能性の判断にあたって、棚卸資産評
価損等の一部の将来減算一時差異については減算時期不明のため、スケジューリング不
能と判断しております。
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投資有価証券 614,978千円
担保に係る債務
１年内返済予定の長期借入金 92,500千円
長期借入金 240,000千円

⒉ 有形固定資産の減価償却累計額 2,558,037千円

短期金銭債権 405,443千円
短期金銭債務 98,828千円

短期金銭債務 22,000千円
長期金銭債務 1,400千円

売上高 320,101千円
売上原価 107,817千円
販売費及び一般管理費 140,652千円
営業取引以外の取引による取引高 13,212千円

普通株式 1,498,421株

貸借対照表に関する注記
⒈ 担保に供されている資産及び担保に係る債務

担保提供資産

⒊ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

⒋ 取締役に対する金銭債務

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

（注）⒈当事業年度末の自己株式数のうち、「従業員株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として
株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有する株式数は、1,019,683株であります。

⒉自己株式数の増加277,369株は、2025年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株
式分割を行ったことによるものであります。
⒊自己株式数の減少76,000株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるもので
あります。
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未払事業税 6,834千円
賞与引当金 52,196千円
貸倒引当金 1,980千円
棚卸資産評価損 172,610千円
長期未払金 441千円
少額減価償却資産 901千円
資産除去債務 1,739千円
投資有価証券評価損 4,692千円
関係会社株式評価損 3,152千円
役員報酬 17,025千円
その他 16,059千円
繰延税金資産小計 277,633千円
評価性引当額 △147,621千円
繰延税金資産合計 130,012千円

前払年金費用 △10,059千円
固定資産圧縮積立金 △96,222千円
その他有価証券評価差額金 △350,647千円
繰延税金負債合計 △456,929千円

繰延税金負債の純額 326,917千円

税効果会計に関する注記
⒈ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

⒉ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が2025年3月31日に国
会で成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法
人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に
係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から31.52％
に変更し計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金
額）は10,941千円増加し、法人税等調整額が928千円増加、その他有価証券評価差額
金が10,012千円減少しております。
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種類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
ＴＯＮＥ
ＶＩＥＴＮＡＭ
ＣＯ．,ＬＴＤ． 直接100.0％

所有
　

資金の貸付
貸付金の回収 23,328

関係会社
短期貸付金 22,700

関係会社
長期貸付金 323,463

利息の受取
（注）２ 12,912 ― ―

当社グループ
の製品の製造

原料等の有償支
給及び加工製品
の購入（注）１

47,174
未収入金 351,486

買掛金 61,827

関連当事者との取引に関する注記
子会社等

（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１　原料等の有償支給及び加工製品の購入価格については、総原価を勘案し交渉のうえ決定しておりま

す。
２　子会社に対する貸付金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事
項に関する注記　⒋収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。
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１株当たり純資産 500円76銭
１株当たり当期純利益 34円69銭

１株当たり情報に関する注記

（注）１．2025年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当事業
年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり
純資産を算定しております。

２．１株当たり純資産の算定に用いられた当事業年度末の普通株式及び１株当たり当期純利益
の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控除す
る他、「従業員株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行
（信託口）が所有する当社株式（当事業年度末1,019,683株、期中平均株式数1,026,757
株）を控除して算定しております。

重要な後発事象に関する注記
連結注記表の「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため注記を省略し
ております。
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